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1. 15年 3月期の業績（平成14年 4月 1日～平成15年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期    1,042,920    △3.5      33,143   △14.4      30,636   △16.3

14年 3月期    1,081,079    17.8      38,711     1.6      36,604    △8.7

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期      △99,642－        △181.01    △19.3     3.1     3.0

14年 3月期        1,027   △74.6          1.87－      0.2     3.3     3.4

(注 )1.期中平均株式数 15年 3月期    550,486,642株 14年 3月期    550,616,654株
2.会計処理方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
15年 3月期          10.00          0.00         10.00       5,503    △5.5      1.2

14年 3月期          10.00          0.00         10.00       5,506   535.8     1.0

(注 )15年 3月期期末配当金の内訳 記念配当           0円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 3月期      926,092     463,596     50.1         842.41

14年 3月期    1,053,314     570,855     54.2       1,036.77

(注 )1.期末発行済株式数 15年 3月期    550,321,848株 14年 3月期    550,610,080株
2.期末自己株式数 15年 3月期        342,568株 14年 3月期         54,336株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期      530,000      20,000      11,000          0.00－ －

通 期    1,080,000      45,000      24,000－          10.00         10.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          43円 61銭

上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 及 び 将 来 の 業 績 に 影 響 を 与 え る 不 確 実 な 要
因 に 係 る 仮 定 を 前 提 と し て い ま す 。 今 後 実 際 の 業 績 は 、 経 済 の 状 況 、 競 合 の 状 況 や 地 価 の 変 動 の 他 、
様 々 な 要 因 に よ っ て 大 き く 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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比較貸借対照表 【個別】

（単位：百万円）

当    期 前    期 当    期 前    期

科      目 平成15年 平成14年 増減（△） 科      目 平成15年 平成14年 増減（△）

3月31日現在 3月31日現在 3月31日現在 3月31日現在

（ 資産の部 ） （ 負債の部 ）

 流  動  資  産 ( 396,442 ) ( 483,851 ) ( △ 87,409 )  流  動  負  債 ( 239,408 ) ( 317,294 ) ( △ 77,886 )

現 金 預 金 66,365 121,275 △ 54,910 支 払 手 形 21,037 24,469 △ 3,431

受 取 手 形 4,818 4,568 249 工 事 未 払 金 64,931 125,107 △ 60,175

完成工事未収入金 45,021 46,631 △ 1,610 買 掛 金 16,582 14,626 1,956

売 掛 金 5,115 6,506 △ 1,391 短 期 借 入 金 － 52,000 △ 52,000

未成工事支出金 27,523 20,186 7,337 未 払 金 56,766 33,673 23,092

仕 掛 品 5,960 5,508 452 未 払 費 用 12,965 5,763 7,202

材 料 貯 蔵 品 2,298 2,757 △ 458 未払法人税等 4,520 － 4,520

商 品 6,894 6,572 322 未成工事受入金 35,677 31,635 4,041

販 売 用 土 地 170,641 205,608 △ 34,967 預 り 金 14,051 15,441 △ 1,390

販 売 用 建 物 34,141 41,336 △ 7,194 賞 与 引 当 金 7,437 7,680 △ 242

前 払 費 用 3,062 3,197 △ 135 完成工事補償引当金 4,162 3,447 715

未収還付法人税等 － 4,832 △ 4,832 その他流動負債 1,273 3,450 △ 2,176

繰延税金資産 20,037 9,478 10,558  固  定  負  債 ( 223,087 ) ( 165,164 ) ( 57,923 )

その他流動資産 6,471 7,089 △ 618 会 員 預 り 金 64,734 68,175 △ 3,441

貸 倒 引 当 金 △ 1,910 △ 1,699 △ 210 長 期 預 り 金 44,983 53,900 △ 8,917

 固  定  資  産 ( 529,649 ) ( 569,462 ) ( △ 39,813 ) 退職給付引当金 113,369 42,918 70,451

 有形固定資産 ( 310,930 ) ( 391,127 ) ( △ 80,196 ) その他固定負債 － 169 △ 169

建物・構築物 96,247 174,973 △ 78,725 （ 負債合計 ） ( 462,495 ) ( 482,459 ) ( △ 19,963 )

機械・運搬具 8,171 10,417 △ 2,246 （ 資本の部 ）

工具器具・備品 3,192 5,003 △ 1,811  資    本    金 110,120 110,120 　　　 －

土 地 202,590 199,839 2,751  資 本 剰 余 金 ( 147,755 ) ( 147,755 ) ( 　　　 － )

建 設 仮 勘 定 727 892 △ 165 資 本 準 備 金 147,755 147,755 　　　 －

 無形固定資産 ( 6,105 ) ( 6,337 ) ( △ 232 )  利 益 剰 余 金 ( 266,397 ) ( 372,429 ) ( △ 106,032 )

 投   資   等 ( 212,614 ) ( 171,998 ) ( 40,616 ) 利 益 準 備 金 17,690 17,690 　　　 －

投資有価証券 48,957 57,875 △ 8,917 任 意 積 立 金 ( 348,832 ) ( 357,359 ) ( △ 8,527 )

子 会 社 株 式 3,251 3,029 221 配当準備積立金 29,000 29,000 　　　 －

長 期 貸 付 金 10,203 13,900 △ 3,697 圧縮記帳積立金 2,803 2,339 463

敷 金 18,167 18,012 155 特別償却準備金 129 120 8

差 入 保 証 金 11,749 12,884 △ 1,135 別 途 積 立 金 316,900 325,900 △ 9,000

破 産 債 権 、
更 生 債 権 等 782 867 △ 85 当期未処理損失 100,124 2,619 97,504

長期未収入金 3,105 2,900 205 [
当期純利益又は
当期純損失（△） ] [ △ 99,642 ] [ 1,027 ] [ △ 100,670 ]

長期前払費用 1,186 1,239 △ 52  土地再評価差額金 △ 61,495 △ 60,929 △ 566

長期繰延税金資産 84,181 18,082 66,099  株式等評価差額金 1,055 1,521 △ 465

土地再評価に係る
繰 延 税 金 資 産 42,032 44,121 △ 2,088  自  己  株  式 △ 237 △ 42 △ 194

その他投資等 4,816 5,747 △ 931 （ 資本合計 ） ( 463,596 ) ( 570,855 ) ( △ 107,258 )

貸 倒 引 当 金 △ 15,820 △ 6,662 △ 9,157

資  産  合  計 926,092 1,053,314 △ 127,222 負債・資本合計 926,092 1,053,314 △ 127,222

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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比較損益計算書 【個別】

（単位：百万円）

当        期 前        期

自 平成14年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日 増    減 （ △ ）
科        目 至 平成15年 3月31日 至 平成14年 3月31日

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 比率

％ ％ ％

売    上    高 ( 1,042,920 ) ( 100.0 ) ( 1,081,079 ) ( 100.0 ) ( △ 38,159 ) ( △ 3.5 )

営 完 成 工 事 高 695,867 702,209 △ 6,341

不 動 産 事 業 売 上 高 239,583 283,818 △ 44,235

経 そ の 他 売 上 高 107,469 95,051 12,417

業 売  上  原  価 ( 825,573 ) ( 79.2 ) ( 855,807 ) ( 79.2 ) ( △ 30,233 ) ( △ 3.5 )

完 成 工 事 原 価 538,710 546,508 △ 7,797

常 不動産事業売上原価 209,862 242,296 △ 32,434

損 そ の 他 売 上 原 価 77,000 67,002 9,997

売 上 総 利 益 ( 217,347 ) ( 20.8 ) ( 225,272 ) ( 20.8 ) ( △ 7,925 ) ( △ 3.5 )

損 完 成 工 事 総 利 益 157,157 155,701 1,455

益 不 動 産 事 業 総 利 益 29,720 41,521 △ 11,801

そ の 他 総 利 益 30,469 28,048 2,420

益 販売費及び一般管理費 184,203 17.6 186,560 17.2 △ 2,357 △ 1.3

営    業    利    益 33,143 3.2 38,711 3.6 △ 5,568 △ 14.4

営 営 業 外 収 益 ( 5,255 ) ( 0.5 ) ( 5,019 ) ( 0.5 ) ( 236 ) ( 4.7 )

の 業 受 取 利 息 配 当 金 1,328 1,288 40

外 そ の 他 営 業 外 収 益 3,926 3,731 195

損 営 業 外 費 用 ( 7,762 ) ( 0.7 ) ( 7,127 ) ( 0.7 ) ( 635 ) ( 8.9 )

部 益 支 払 利 息 621 1,269 △ 647

そ の 他 営 業 外 費 用 7,140 5,857 1,283

経    常    利    益 30,636 3.0 36,604 3.4 △ 5,967 △ 16.3

特別損 特   別   利   益 14,956 1,054 13,902

益の部 特   別   損   失 209,674 34,372 175,301

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△)

△ 164,081 △ 15.7 3,286 0.3 △ 167,367 －

法人税､住民税及び事業税 11,200 1.1 3,940 0.4 7,260

法 人 税 等 調 整 額 △ 75,638 △ 7.3 △ 1,681 △ 0.2 △ 73,956

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 (△)

△ 99,642 △ 9.5 1,027 0.1 △ 100,670 －

前 期 繰 越 利 益 401 494 △ 93

土地再評価差額金取崩額 △ 883 － △ 883

合併による未処理損失の
受 入 額

－ 4,142 △ 4,142

当 期 未 処 理 損 失 100,124 2,619 97,504

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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重要な会計方針 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 （１）有価証券 

 

子会社株式及び  

関連会社株式 ･････････ 移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券   

時価のあるもの･････ 決算日前一ヵ月の市場価格等の平均に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの･････ 移動平均法に基づく原価法 

 

 （２）デリバティブ････････････ 

 

時価法 

 （３）たな卸資産  

未成工事支出金 ･････････ 個別法に基づく原価法 

仕  掛  品 ･････････ 個別法に基づく原価法 

材 料 貯 蔵 品 ･････････ 総平均法に基づく原価法 

商          品 ･････････ 売価還元法に基づく原価法 

販 売 用 土 地 ･････････ 個別法に基づく原価法 

（但し、自社造成の宅地は団地別総平均法に基づく原価法） 

販 売 用 建 物 ･････････ 個別法に基づく原価法 

                                   

２．固定資産の減価償却の方法  

 （１）有形固定資産 ･･･････････ 定率法 

但し、平成 10 年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については

定額法を採用 

 

 （２）無形固定資産 ･･･････････ 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく

定額法を採用 

３．引当金の計上基準  

 （１）貸 倒 引 当 金 ･････････ 営業債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権及び破産債権・更生債権等については財務内容評価

法により回収不能見込額を計上 

 

 （２）賞 与 引 当 金 ･････････ 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上 

 

 （３）完成工事補償引当金 ･････ 当社製品の瑕疵担保責任に基づく補償費に備えるため、過去の完成工事に係る補

償費の実績を基準にして計上 

 

 （４）退職給付引当金 ･････････ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上 

なお、会計基準変更時差異（36,982 百万円）については、退職給付信託を 14,732

百万円設定し、残額の 22,249 百万円を３年による按分額で費用処理 

数理計算上の差異は発生年度に一括処理 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成 14 年 10 月 28 日付で厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可

を受けました。 

 なお、当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認

会計士協会会計制度委員会報告第 13 号）第 47－2 項に定める経過措置を適用

し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金

資産を消滅したものとみなして処理しています。本処理に伴う影響額は、特

別利益として 6,682 百万円計上されています。なお、当期末における返還相

当額は、31,196 百万円です。 

 また、平成 14 年 4 月 1 日付をもって、退職一時金規程を抜本的に見直し、

能力主義・成果主義に力点を置いたポイント制退職金制度に改定しました。

 これに伴い発生した過去勤務債務△6,736 百万円（債務の減少）を特別利

益に計上しました。 

このような退職金・年金制度の見直しを契機に、退職給付債務に関する当

期発生の数理計算上の差異（11,321 百万円）、これまで発生の翌事業年度か

ら一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を費用処理していた過

年度の数理計算上の差異（30,251 百万円）及び退職給付債務等の計算の基礎
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となる割引率を 3.5％から 2.5％に変更することにより発生した数理計算上

の差異（26,818 百万円）を当期に一括処理し、これらを特別損失に計上しま

した。  

（会計処理方法の変更） 

日本経済の低迷が続く中、株価の下落による年金資産の運用成績の悪化と

退職給付債務等の計算の基礎となる割引率を 3.5％から 2.5％に変更するこ

と等により、当期末現在において、未認識数理計算上の差異の残高が 68,390

百万円と、退職給付債務残高 166,669 百万円に対し 41％までも占めるに至り

ました。 

かかる状況下で、未認識数理計算上の差異について、従来どおり従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法で費用処理すること

は、当該未認識数理計算上の差異を将来の相当期間にわたって繰り延べて分割認

識することになり、結果として財政上の健全性を著しく損なうこととなります。

このため、厚生年金基金の代行部分について、平成 14 年 10 月 28 日付で厚

生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けたこと、それに伴う新たな

年金制度への移行、退職金及び年金制度の大幅な改定並びに株式組入れ率の

大幅引き下げ等の年金資産運用方針の抜本的な見直し等を実施したことに伴

い、会社の退職給付制度の状況を適時・適切に財務諸表に反映させ、もって

財務の健全化を図るため、従来の「発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理」する方法から、会計処理方法を変更して未認識数理計算

上の差異を含むすべての退職給付関連の差異を「発生年度に一括処理」する

方法に変更しました。 

この変更に伴い、当期発生の数理計算上の差異（11,321 百万円）、これま

で発生の翌事業年度から一定の年数（10 年）による定額法により按分した額

を費用処理していた過年度の数理計算上の差異（30,251 百万円）及び退職給

付債務等の計算の基礎となる割引率を 3.5％から 2.5％に変更することによ

り発生した数理計算上の差異（26,818 百万円）を当期に一括処理し、これら

を特別損失に計上しました。 

この変更による税引前当期純損失への影響額は 68,390 百万円の増加とな

ります。 

なお、当該会計処理方法の変更が当下半期に行われたのは、厚生年金基金

の代行返上の認可等が当下半期に行われたことによるものです。従って、当

中間会計期間は従来の方法によっており、変更を行った場合に比べ、税引前

中間純利益は 43,401 百万円多く計上されています。 

 

  

４．リース取引の処理方法 ･･･････ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

  

５．消費税等の会計処理 ･････････ 税抜方式 
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注記 

                                                  

 （当  期） （前  期） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 300,824 百万円 219,158 百万円 

 

２．保証債務 （77,773 百万円） （106,652 百万円）

 

子会社のための保証債務 59 百万円 201 百万円 

関連会社のための保証債務 1,877 百万円 1,963 百万円 

住宅ローン利用者のための保証債務 75,609 百万円 104,337 百万円 

従業員の持家のための保証債務 32 百万円 36 百万円 

従業員の金融機関からの借入に対する保証債務 194 百万円 113 百万円 

 

３．受取手形裏書譲渡高 1,319 百万円 1,099 百万円 

    

４．有形固定資産の減価償却実施額 15,318 百万円 15,196 百万円 

 

５．その他の営業外費用の主な内訳 

 

退職給付数理差異償却 4,346 百万円 2,962 百万円 

 

６．特別利益・特別損失の主な内訳 

 

（１）特別利益 

固 定 資 産 売 却 益 199 百万円 140 百万円 

投資有価証券売却益 532 百万円 150 百万円 

過去勤務債務償却益 6,736 百万円 763 百万円 

厚生年金基金代行部分返上益 6,682 百万円 － 百万円 

子会社厚生年金基金代行部分返上益等（親会社帰属分） 805 百万円 － 百万円 

 

（２）特別損失 

固定資産除売却損 3,571 百万円 1,700 百万円 

固定資産臨時償却 73,313 百万円 － 百万円 

退職給付会計基準変更時差異償却 6,865 百万円 7,416 百万円 

退職給付未認識数理差異一括償却 41,572 百万円 － 百万円 

退職給付債務割引率変更数理差異一括償却 26,818 百万円 － 百万円 

子会社数理差異一括償却等（親会社帰属分） 6,346 百万円 － 百万円 

販売用土地建物評価損 22,698 百万円 5,994 百万円 

関係会社整理損 3,263 百万円 － 百万円 

関係会社出資金評価損 1,231 百万円 － 百万円 

関係会社貸倒引当金繰入額 6,475 百万円 － 百万円 

投資有価証券評価損 9,317 百万円 16,290 百万円 

子会社株式評価損 499 百万円 219 百万円 

投資有価証券売却損 67 百万円 141 百万円 

長期貸付金貸倒損失 4,082 百万円 － 百万円 

長期貸付金貸倒引当金繰入額 3,338 百万円 － 百万円 

ゴルフ会員権評価損 108 百万円 400 百万円 

ゴルフ会員権売却損 78 百万円 167 百万円 

役員退職慰労金 23 百万円 586 百万円 

合併関連費用 － 百万円 1,456 百万円 
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７．リース取引関係 

 

  （所有権移転外ファイナンス・リース） 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

（当  期） 

 

 

取 得 価 額

相 当 額

減価償却累計額

相 当 額

期 末 残 高

相 当 額

建  物・構築物       17,212 百万円 8,511 百万円 8,701 百万円

機械・運搬具 161 百万円 112 百万円 49 百万円

工具器具・備品 7,846 百万円 4,262 百万円 3,584 百万円

合          計 25,221 百万円 12,885 百万円 12,335 百万円

 

 

（前  期） 

 

 

取 得 価 額

相 当 額

減価償却累計額

相 当 額

期 末 残 高

相 当 額

建  物・構築物       16,094 百万円 6,103 百万円 9,990 百万円

機械・運搬具 259 百万円 159 百万円 99 百万円

工具器具・備品 9,365 百万円 5,197 百万円 4,167 百万円

合          計 25,718 百万円 11,461 百万円 14,257 百万円

 

    

（２）未経過リース料期末残高相当額 

       

 （当  期） （前  期）

１  年  以  内 5,743 百万円 5,768 百万円

１    年    超 6,592 百万円 8,489 百万円

合          計 12,335 百万円 14,257 百万円

 

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法によっています。 

 

（３）当期支払リース料 

        

 （当  期） （前  期）

支払リース料 6,236 百万円 6,232 百万円

（減価償却費相当額）   

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。 

 

  （オペレーティング・リース） 

     

（１）未経過リース料 

         

 （当  期） （前  期）

１  年  以  内 8,627 百万円 9,241 百万円

１    年    超 71,424 百万円 76,519 百万円

合          計 80,051 百万円 85,761 百万円
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（２）未経過リース料の内訳 

         

 （当  期） （前  期）

ホームセンター 46,821 百万円 47,613 百万円

事 務 所 等 28,001 百万円 31,821 百万円

寮 ・ 社 宅 5,190 百万円 5,888 百万円

そ の 他 38 百万円 437 百万円

合          計 80,051 百万円 85,761 百万円

 

８．有価証券 

 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

 関連会社株式 

（当  期） (前  期)

貸借対照表計上額 22,418 百万円 21,389 百万円

時 価         18,806 百万円 19,183 百万円

差 額         △3,612 百万円 △2,206 百万円

 

９．税効果関係 
 
 （１）繰延税金資産、長期繰延税金資産及び長期繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 （ 当  期 ） （ 前  期 ）

繰延税金資産 

 販売用土地評価損 15,256 百万円 6,472 百万円

 賞与引当金損金算入限度超過額 2,609 百万円 1,981 百万円

 その他 2,171 百万円 1,025 百万円

繰延税金資産合計 20,037 百万円 9,478 百万円

 

長期繰延税金資産 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 48,468 百万円 18,176 百万円

 固定資産臨時償却 29,765 百万円 － 百万円

 その他 8,787 百万円 3,130 百万円

長期繰延税金資産合計 87,021 百万円 21,307 百万円

 

長期繰延税金負債   

 圧縮記帳積立金 △2,012 百万円 △2,029 百万円

 株式等評価差額金 △721 百万円 △1,101 百万円

 その他 △105 百万円 △93 百万円

長期繰延税金負債合計 △2,839 百万円 △3,225 百万円

 

長期繰延税金資産純額 84,181 百万円 18,082 百万円

 

土地再評価に係る繰延税金資産 42,032 百万円 44,121 百万円
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 （２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別内訳 

                                             

 （当  期） （前  期）

法定実効税率 42.0％ 42.0％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.4％ 21.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.2％ △9.6％

住民税均等割 △0.2％ 12.0％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 △1.8％ － ％

その他 △0.5％ 3.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.3％ 68.7％

 

（３）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額修正 

 

地方税法等の一部を改正する法律（平成 15 年法律第 9 号）が平成 15 年 3 月 31 日に公布されたこと

に伴い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成 16 年 4 月 1 日以降解消がみこま

れるものに限る。）に使用した法定実効税率は、前期 42.0％から当期 40.6％に変更されました。その

結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 2,902 百万円、土地再評価に係る

繰延税金資産が 1,449 百万円、それぞれ減少し、当期に計上された法人税等調整額が 2,927 百万円、株

式等評価差額金（貸方）が 24 百万円、土地再評価差額金（借方）が 1,449 百万円、それぞれ増加して

います。 
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比較利益処分案 

                                                                      （単位：百万円） 

 項       目   当  期   前  期  増  減（△） 

 
 

当 期 未 処 理 損 失 
 

圧縮記帳積立金取崩額 
 

特別償却準備金取崩額 
 

別 途 積 立 金 取 崩 額 
 

 
 100,124 

 
79 
 
20 
 

106,000 
 

 
 
 
 
 
 
 

5,975 
 

 
 2,619 
 
72 
 
47 
 

9,000 
 

 
 
 
 
 
 
 

6,499 
 

 
97,504 
 
6 
 

△26 
 

97,000 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
△524

       

 

 
利 益 準 備 金

 
株 主 配 当 金

 
 

圧 縮 記 帳 積 立 金 
 

特 別 償 却 準 備 金 
 

次 期 繰 越 利 益
 

 

 
－ 
 

5,503 
 
 
220 
 
46 
 
205 
 

 
 

5,975 

 
－ 
 

5,506 
 
 
536 
 
55 
 
401 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

6,499 

 
    
△2 
  
 

△315 
  
△9 
 

△196 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
△524

（注）1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 

2.当期の圧縮記帳積立金、特別償却準備金（各繰延税金負債控除後）は、改正地方税法の公

布により変更後の税率によって調整を行ったものです。 

 

自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 
自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 3 月 31 日 

これを次のとおり処分します。  

（１株につき 10円 00銭） （１株につき 10円 00銭） 



【個別】

≪平成15年3月期　決算参考資料≫　

受注高 （単位：戸、億円、％）

戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額

戸建住宅 10,457 2,797 10,183 2,720 2.7 2.8 10,800 2,890 3.3 3.3

集合住宅 25,140 2,132 23,222 2,014 8.3 5.9 26,100 2,240 3.8 5.0

流通店舗 － 1,289 － 1,253 － 2.9 － 1,372 － 6.4

鋼管構造・建築 － 961 － 900 － 6.9 － 1,028 － 6.9

小計 35,597 7,181 33,405 6,888 6.6 4.3 36,900 7,530 3.7 4.9

分譲住宅 2,438 515 3,149 666 △ 22.6 △ 22.7 2,300 485 △ 5.7 △ 5.8

マンション建物 3,333 687 3,864 794 △ 13.7 △ 13.5 3,800 783 14.0 13.9

土地 － 974 － 1,235 － △ 21.1 － 1,000 － 2.6

仲介ほか － 81 － 84 － △ 4.3 － 82 － 0.9

小計 5,771 2,258 7,013 2,782 △ 17.7 △ 18.8 6,100 2,350 5.7 4.0

観        光 － 553 － 495 － 11.5 － 580 － 4.9

ホームセンター － 521 － 454 － 14.7 － 540 － 3.5

41,368 10,515 40,418 10,620 2.4 △ 1.0 43,000 11,000 3.9 4.6

売上高 （単位：戸、億円、％）

戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額

戸建住宅 10,455 2,778 10,563 2,814 △ 1.0 △ 1.3 10,800 2,880 3.3 3.7

集合住宅 24,392 2,080 22,416 1,934 8.8 7.5 25,300 2,170 3.7 4.3

流通店舗 － 1,265 － 1,284 － △ 1.5 － 1,347 － 6.4

鋼管構造・建築 － 835 － 987 － △ 15.4 － 933 － 11.7

小計 34,847 6,958 32,979 7,022 5.7 △ 0.9 36,100 7,330 3.6 5.3

分譲住宅 2,454 518 3,162 669 △ 22.4 △ 22.6 2,300 485 △ 6.3 △ 6.4

マンション建物 3,669 765 4,143 838 △ 11.4 △ 8.7 3,800 783 3.6 2.3

土地 － 1,031 － 1,245 － △ 17.2 － 1,000 － △ 3.0

仲介ほか － 80 － 85 － △ 5.2 － 82 － 1.4

小計 6,123 2,395 7,305 2,838 △ 16.2 △ 15.6 6,100 2,350 △ 0.4 △ 1.9

観        光 － 553 － 495 － 11.5 － 580 － 4.9

ホームセンター － 521 － 454 － 14.7 － 540 － 3.5

40,970 10,429 40,284 10,810 1.7 △ 3.5 42,200 10,800 3.0 3.6

（注）記載金額は億円未満を切り捨てて表示しています。

平成15年3月期

合        計

平成15年3月期

建
築
請
負

不
動
産

自  平成14年　4月 1日
至  平成15年　3月31日

合        計

自  平成14年　4月 1日 前期比
至  平成15年　3月31日

建
築
請
負

不
動
産

至  平成16年 3月31日
自  平成15年 4月 1日 前期比

前期比自  平成15年 4月 1日
至  平成16年 3月31日

平成16年3月期予想

平成14年3月期

自  平成13年 4月 1日
至  平成14年 3月31日

平成15年3月31日

平成16年3月期予想

平成14年3月期

自  平成13年 4月 1日
至  平成14年 3月31日

前期比

－ 40 －
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粗利益率 （単位：％）

戸建住宅 23.9 24.3 △ 0.4 23.9 0.0

集合住宅 24.6 24.0 0.6 24.6 0.0

流通店舗 21.7 21.9 △ 0.2 21.7 0.0

鋼管構造・建築 14.5 12.8 1.7 14.5 0.0

小計 22.6 22.2 0.4 22.5 △ 0.1

分譲住宅 22.2 21.5 0.7 22.3 0.1

マンション建物 16.8 22.6 △ 5.8 18.0 1.2

土地 3.1 4.6 △ 1.5 6.1 3.0

仲介ほか 26.7 30.0 △ 3.3 26.6 △ 0.1

小計 12.4 14.6 △ 2.2 14.1 1.7

観        光 27.7 28.4 △ 0.7 27.7 0.0

ホームセンター 29.1 30.7 △ 1.6 29.1 0.0

20.8 20.8 0.0 21.3 0.5合        計

建
築
請
負

不
動
産

平成15年3月31日

増    減

平成16年3月期予想平成15年3月期

増    減自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日

自 平成15年 4月 1日
至 平成16年 3月31日

平成14年3月期

自 平成13年 4月 1日
至 平成14年 3月31日

－ 41 －



１．新任取締役候補（平成15年3月24日発表済み）

ﾆｼﾑﾗ ﾀﾂｼ

取締役 西村 達志 （現、執行役員 技術本部住宅系設計・設備担当、

  技術本部設計・施工推進部長(住宅系設計部門)、

  情報システム副担当）

２．退任予定取締役（平成15年3月24日発表済み）

ﾄﾘｵ ｼﾞﾛｳ

常務取締役 鳥尾 二郎

ｳｴﾑﾗ ｼｭｳｼﾞ

取締役 上村 脩司 （ダイワラクダ工業(株) 常務取締役に就任予定）

ﾐﾔｼﾀ ｲｻｵ

取締役 宮下  勲

ｶﾜｲ ﾓﾘﾂｸﾞ

取締役 河合 司二 （大和物流(株) 代表取締役会長に就任予定）

３．新任監査役候補

ﾀｹﾀﾞ ｴｲｲﾁ

    常勤監査役 武田 英一 （現、管理本部監査室 部長）

ﾄﾞｲ   ﾋﾛﾐ

監査役 土井  洋 （現、(株)山善 特別顧問）

※土井 洋 氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第1項

  に定める社外監査役です。

４．退任予定監査役

ｶﾜｸﾞﾁ ﾋﾃﾞﾄｼ

常勤監査役 河口 英俊 （(株)ダイワサービス 常勤監査役に就任予定）

  役員の異動(平成15年6月27日付)
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